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１ 人口の動向分析 
１ 総人口と年齢３区分人口の推移と将来推計 

 （１）これまでの推移 

国勢調査によると、1923 年（大正 12）に「美幌町」が誕生した後、人口は増加を続け、

1950 年（昭和 25）には２万人をこえました。1960 年（昭和 35）から 1975 年（昭和

50）に若干の減少があったものの、その後は緩やかに増加が続き、1985 年（昭和 60）の

調査では、それまでの最多となる 26,686 人となりました。その後は減少傾向に転じ、現

在までその傾向が続いています。 

年齢３区分人口については、65 歳以上の人口が増加を続けており、2000 年（平成 12）

には年少人口（15 歳未満）と老年人口（65 歳以上）が逆転しました。 

 

 （２）これからの推計 

2000 年（平成 12）から 2005 年（平成 17）、2005 年から 2010 年（平成 22）の２回

分の平均変化率を用いた「コーホート変化率法」（注１）で、今後の人口を推計すると、2040

年（平成 52）には 11,941 人になると推計されています。 

年齢３区分人口については、今後は老年人口も減少傾向に転じ、2040 年（平成 52）に

は、生産年齢人口と老年人口がほぼ同数となり、その後もほぼ同じように減少していくこ

とが推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 注１「コーホート変化率法」：「コーホート」とは、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集団のことを指す。

ここでは、性別・年齢５歳階級別の各コーホートについて、過去 10 年間における実

績人口の動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計している。 

Ⅰ 人口の現状分析 

推 計 
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２ 性別・年齢階級別の推移 

 （１）年齢３区分の人口構成の推移 

年齢３区分別の人口構成比の推移をみると、年少人口と生産年齢人口の構成比は低くな

る一方、老年人口の構成比は高まっており、少子化と高齢化が進んでいることが分かりま

す。 

年齢３区分人口構成の推移【国勢調査】 
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 （２）性別・年齢階級別の推移 

性別・年齢５歳階級別の人口推移を、2000 年（平成 12）、2005 年（平成 17）、2010

年（平成 22）でみると、30 歳未満や 50～54 歳の階級では、男女ともに 10 年間減少が

続いている一方、75 歳から 94 歳以下の階級では、男女とも 10 年間増加が続いています。 

 

年齢５階級別・性別の推移（表）【国勢調査】 

 

2000 年 

男性  

2005 年 

男性  

2010 年 

男性  

2000 年 

女性  

2005 年 

女性  

2010 年 

女性 

0～4 歳 509 ▲13 496 ▲59 437 

 

550 ▲92 458 ▲43 415 

5～9 歳 616 ▲130 486 ▲4 482 

 

559 ▲34 525 ▲102 423 

10～14 歳 720 ▲173 547 ▲72 475 

 

652 ▲133 519 ▲31 488 

15～19 歳 772 ▲124 648 ▲183 465 

 

652 ▲128 524 ▲114 410 

20～24 歳 717 ▲100 617 ▲106 511 

 

502 ▲49 453 ▲93 360 

25～29 歳 756 ▲117 639 ▲80 559 

 

691 ▲120 571 ▲89 482 

30～34 歳 710 10 720 ▲121 599 

 

690 0 690 ▲111 579 

35～39 歳 799 ▲141 658 11 669 

 

807 ▲152 655 ▲15 640 

40～44 歳 781 ▲78 703 ▲96 607 

 

750 7 757 ▲119 638 

45～49 歳 863 ▲124 739 ▲49 690 

 

892 ▲172 720 15 735 

50～54 歳 982 ▲145 837 ▲121 716 

 

1,018 ▲132 886 ▲170 716 

55～59 歳 699 259 958 ▲161 797 

 

829 178 1,007 ▲167 840 

60～64 歳 755 ▲77 678 225 903 

 

899 ▲70 829 158 987 

65～69 歳 815 ▲101 714 ▲90 624 

 

765 112 877 ▲82 795 

70～74 歳 608 130 738 ▲86 652 

 

673 73 746 83 829 

75～79 歳 321 182 503 145 648 

 

521 100 621 78 699 

80～84 歳 214 39 253 149 402 

 

344 99 443 86 529 

85～89 歳 106 32 138 8 146 

 

214 35 249 93 342 

90～94 歳 31 12 43 20 63 

 

80 47 127 32 159 

95～99 歳 9 0 9 ▲2 7 

 

21 9 30 14 44 

100 歳以上 5 ▲3 2 0 2 

 

6 ▲1 5 4 9 

合計 11,788  11,126  10,454  12,115  11,692  11,119 

 ※網掛け部分は、男女ともに 10 年間増加又は減少が続いている年齢階級。 

 ※年齢不詳は除く。 
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年齢５階級別・性別の推移（グラフ）【国勢調査】 

 

 

 

  



5 

 

 （３）性別・年齢階級別の純移動数 

性別・年齢階級別人口について、2005 年（平成 17）から 2010 年（平成 22）の純移

動数をみると、10～14 歳→15～19 歳、15～19 歳→20～24 歳に減少が特に多くみられ

ます。 

 

性別・年齢階級別人口の純移動数（2005年→2010年）【国勢調査】 
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３ 自然増減（出生数・死亡数）について 

 （１）合計特殊出生率（注１）の比較・推移 

本町の合計特殊出生率は、全国や北海道、近隣の市町村の数値を上回っていますが、出

産適齢期の女性の人口減少により、出生数は緩やかな減少傾向が見られます。 

 

合計特殊出生率（ベイズ推定値）（注２）の推移と道内・全国比較（5年間の平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※人口動態保健所・市町村別統計（厚生労働省） 

 注１「合計特殊出生率」：１人の女性が生涯を通じて産む子どもの平均数に相当する指標。 

 注２「ベイズ推定値」：人口や出生数が少ない市区町村等では、合計特殊出生率が不安定になりやすい（特異値が 

発生しやすい）ため、都道府県の出生状況を加味して算出したもの。 

 注３「北見保健所管内」：北見市・美幌町・津別町・訓子府町・置戸町の平均値。 

 注４「網走保健所管内」：網走市・斜里町・清里町・小清水町・大空町の平均値。 

 

 

  

（注４） 

（注３） 
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 （２）出生数と死亡数の推移 

   過去 20 年程度の自然増減の推移をみると、2004 年（平成 16）以降、死亡数が出生数

を上回っている状態（＝自然減）が続いており、その差は徐々に拡大する傾向にあります。 

 

出生数と死亡数の推移（1994年～2014年）【住民基本台帳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※2005 年～2012 年までは 4 月 1 日～翌年 3 月 31 日まで 

 ※2013 年は 1 月 1 日～12 月 31 日まで 

 ※2012 年以降は外国人登録者数を含む。（北海道地域主権・行政局市町村課） 

 

 

４ 社会増減（転入数・転出数）について 

 （１）社会増減の推移 

過去 20 年程度の社会増減の推移を見ると、転出数が転入数を上回る状態（＝社会減）

が続いています。 

 

転入数と転出数の推移（1994年～2014年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査（総務省自治行政局） 

 ※2012 年までは、4 月 1 日～翌年 3 月 31 日 

 ※2013 年以降は 1 月 31 日～12 月 31 日 

 ※転入出については、国外移動分を含む。また、2012 年からは外国人を含む。 
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 （２）性別・年齢階級別の社会増減の状況 

性別・年齢５歳階級別の社会増減を、2012 年（平成 24）から 2014 年（平成 26）の

３年間でみると、15～19 歳と 20～24 歳では男女ともに大幅な社会減（転出超過）とな

っています。 

一方、50～54 歳、55～59 歳では男女ともに僅かな社会増（転入超過）となっていま

す。 

 

性別・年齢５歳階級別の社会増減の状況（2012年～2014年の3年間の合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※住民基本台帳人口移動報告（総務省統計局） 

 ※日本人の国内移動分。1 月 1 日～12 月 31 日。 
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 （３）地域別の社会増減の状況 

地域別転入出状況について、2012 年（平成 24）と 2013 年（平成 25）でみると、２

年間を通して、オホーツク総合振興局管内では北見市、振興局管内以外の道内では札幌市

への転出数が多くみられます。 

また本町の特徴として、オホーツク総合振興局管内以外の道内市町村（帯広市、旭川市、

千歳市など）との転入・転出が多いことがあげられます。 

 

地域別の転入出超過状況（2012年と2013年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 ※住民基本台帳人口移動報告（総務省統計局） 

 ※日本人の国内移動分。1 月 1 日～12 月 31 日。 
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 （４）地域別・年齢階級別の社会増減の状況 

2012 年（平成 24）と 2013 年（平成 25）の地域別転入出状況を、地域別・年齢階級

別にみると、20～29 歳で、北見市や札幌市、その他道外との転入・転出がともに多い状

況です。 

また、10～19 歳では、札幌市やその他道内への転出が目立ちます。 

 

地域別・年齢階級別転入出状況（2012年と2013年の合計数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※住民基本台帳人口移動報告（総務省統計局） 

 ※日本人の国内移動分。1 月 1 日～12 月 31 日。 
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５ 雇用や就労に関する分析 

 （１）産業３区分別の就業者数・構成比の推移 

就業者数（15 歳以上）の推移をみると、生産年齢人口（15～64 歳）の減少が著しいこ

とが影響し、就業者数の減少スピードが徐々に加速しています。 

産業３区分別の就業者数をみると、農業や林業などの第１次産業の就業者数の減少幅に

比べ、製造業や建設業などの第２次産業の減少幅が大きい状況が続いています。 

 

 

就業者（15歳以上）の推移【国勢調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※「分類不能の産業」を含んでいるため「産業 3 区分就業者数の推移」の合計値とは一致しません。 

 

 

 

 

産業３区分就業者数の推移【国勢調査】 
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 （２）年齢階級別の就業者数の推移 

年齢階級別の就業者数の推移をみると、1995 年（平成７）までは 40～49 歳の就業者

が最も多い状況でしたが、2000 年（平成 12）には 40～49 歳と 50～59 歳の就業者数が

ほぼ同じになり、その後は 50～59 歳が最も多い状況となっています。 

   また、構成比の推移をみると、29 歳以下の割合の減少が顕著である一方、60 歳以上の

割合が増加するなど、徐々に就業者の高齢化が進行しているのが伺えます。 

 

年齢階級別就業者数の推移【国勢調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢階級別の構成比の推移【国勢調査】 
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 （３）性別の就業者数の状況 

産業大分類別ごとに性別の就業者数をみると、「農業、林業」「卸売業、小売」「製造業」

は男女ともに就業者数が多く、比較的均衡しています。 

一方で、男性は「公務（他に分類されないもの）」「建設業」「運輸業、郵便業」などが

女性に比べて多く、女性は「宿泊業、飲食サービス業」「医療、福祉」が男性に比べて多

い状況です。 

 

産業大分類別・性別就業者数【2010年国勢調査】 
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 （４）性別・年齢階級別の就業者数の状況 

産業大分類別ごとに性別・年齢階級別の就業人口構成比をみると、就業者数が多い「農

業、林業」は男女とも 70 歳以上の割合が高いなど、比較的高い世代の割合が高い状況で

す。 

反対に、「公務（他に分類されないもの）」や「医療、福祉」は男女ともに比較的若い世

代の割合が高く、男性については「製造業」も若い世代の割合が高くなっています。 

 

産業別（抜粋）・年齢階層別就業人口構成比【2010年国勢調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



15 

 

６ 通勤・通学による流入出状況（15 歳以上） 

通勤（従業）については、美幌町民が町外へ通勤（従業）している人数（1,813 人）が、

美幌町外から通勤（従業）する人数（1,177 人）より、636 人多く、流出超過の状況とな

っています。 

通勤（従業）先の内訳を見ると、北見市への通勤（従業）者が最も多いものの、北見市

から美幌町内への通勤（従業）者の方が多く、流入超過となっていますが、他市町への流

出が多いため、全体として流出超過の状況となっています。なお、流出超過数が多いのは、

大空町、網走市、津別町です。 

通学については、美幌町民が町外へ通学している人数（287 人）が、美幌町外から通学

する人数（51 人）より 236 人多く、通学においても流出超過の状況となっています。 

 

通勤（従業）・通学による流入出状況【2010年国勢調査】 
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 ＜通勤（従業）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜通学＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※人数は、15 歳以上の従業者、通学者。 

 ※合計には、従業地、通学地の「不詳」を含む。 

 

 

  

人数（人）

<A>

構成比

（％）

人数（人）

<B>

構成比

（％）

10,524 100.0 9,997 100.0 ▲ 527

8,615 81.9 8,615 86.2 -

1,813 17.2 1,177 11.8 ▲ 636

北見市 579 5.5 北見市 665 6.7 86

大空町 360 3.4 大空町 153 1.5 ▲ 207

網走市 333 3.2 網走市 140 1.4 ▲ 193

津別町 314 3.0 津別町 168 1.7 ▲ 146

小清水町 23 0.2 小清水町 5 0.1 ▲ 18

斜里町 21 0.2 斜里町 2 0.0 ▲ 19

弟子屈町 15 0.1 弟子屈町 1 0.0 ▲ 14

清里町 6 0.1 清里町 3 0.0 ▲ 3

遠軽町 6 0.1 遠軽町 1 0.0 ▲ 5

訓子府町 3 0.0 訓子府町 11 0.1 8

（その他省略） （その他省略）

従

業

地

常

住

地

美幌町に常住する

従業者の合計

美幌町に従業

する人の合計

美幌町で従業 美幌町に常住

美幌町外で従業 美幌町外に常住

美幌町に常住する人（町民）の

従業地（15歳以上）

美幌町で従業する人の

常住地（住んでいる場所）（15歳以上）

流入出状況

<B>-<A>

(ﾌﾟﾗｽは流入超過)

(ﾏｲﾅｽは流出超過)

人数（人）

<A>

構成比

（％）

人数（人）

<B>

構成比

（％）

748 100.0 522 100.0 ▲ 226

458 61.2 458 87.7 -

287 38.4 51 9.8 ▲ 236

北見市 225 30.1 北見市 24 4.6 ▲ 201

大空町 21 2.8 大空町 12 2.3 ▲ 9

網走市 17 2.3 網走市 9 1.7 ▲ 8

津別町 4 0.5 津別町 6 1.1 2

通

学

地

常

住

地

美幌町に常住する

通学者の合計

美幌町に通学

する人の合計

美幌町で通学 美幌町に常住

美幌町外に通学 美幌町外に常住

美幌町に常住する人（町民）の

通学地（15歳以上）

美幌町に通学する人の

常住地（住んでいる場所）（15歳以上）

流入出状況

<B>-<A>

(ﾌﾟﾗｽは流入超過)

(ﾏｲﾅｽは流出超過)
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２ 将来人口の推計と分析 
１ 総人口の将来推計と減少段階の分析 

   2000 年（平成 12）から 2005 年（平成 17）、2005 年（平成 17）から 2010 年（平成

22）の 2 回分の平均変化率を用いた「コーホート変化率法」による、町独自の将来推計や

国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という）による推計を活用し、将来の人

口を見通します。 

  

（１）将来人口推計 

  「パターン 1」においては、過去の人口動態（出生・死亡、転入・転出）の状況が今後

も継続した場合、出生率も現状が維持される場合、2040 年（平成 52）には 11,941 人と

なり、平成 22 年の総人口から比べて約 45％の人口が減少する見通しとなっています。 

  「パターン 2」については、社人研がコーホート要因法（注１）により推計したもので、

2005 年（平成 17）から 2010 年（平成 22）の移動率が、2020 年（平成 32）にかけて

約半分に縮小するとして計算しており、パターン１より 2,287 人の人口減少が緩和する見

通しとなっています。 

 

美幌町の人口推計【独自推計・社人研推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注１「コーホート要因法」：性別・年齢５歳階級別の各コーホートの増減について、出生率、生存率、移動率（社

会増減率）の各要因に分離し、それぞれの変数を設定して将来人口を推計する方法。

今回の社人研推計では、過去５年間の実績や、国、北海道の動向を加味するほか、移

動率については、2020 年（平成 32）までに人口移動が概ね半減することを前提とし

ています。 
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  パターン１ 

   コーホート変化率法による推計。2000 年（平成 12）→2005 年（平成 17）と 2005

年（平成 17）→2010 年（平成 22）の各コーホートの増減状況から変化率を算出し、2

回分の平均変化率を使用し、今後も同様の状況が続くものとして計算したもの。出生数（０

～４歳）については、15～49 歳の女性の数に応じて決定されると仮定し、過去の実績値

（子ども女性比）に基づき算出している。 

 

  パターン２ 

   社人研がコーホート要因法により推計。社人研では 2005 年（平成 17）から 2010 年

（平成 22）の移動率が、2020 年（平成 32）にかけて約半分に縮小するとして計算した

もの。出生数（０～４歳）については、パターン１と同様の仮定のもと、過去の実績値に

国が想定した子ども女性比を加味して算出している。 

 

 （２）人口減少段階の分析 

   人口減少の進み方は、大きく三段階に分かれています。 

   「第一段階」は、若年人口は減少しますが、老年人口は大きく増加する時期、「第二段階」

は若年人口の減少は加速化するとともに、老年人口維持から微減へと転じる時期、「第三段階」

は若年人口の減少がいっそう加速化し、老年人口も減少していく時期と区分され、段階的に人

口減少が加速していきます。 

   当町では 2020 年（平成 32）には第二段階に入ると見込まれており、2040 年（平成

52）には生産年齢人口と老年人口がほぼ同数となり、第三段階に入ることが見通されます。

日本が第二段階に入る時期（2040～2060 年（平成 52～72））に比べると、人口減少が

進んでいる状況にあることが分かります。 

 

人口減少段階の分析【独自推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ほぼ同数 

老年人口のピーク 
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２ 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

（１）独自推計による比較分析 

   町独自推計（パターン 1）を基礎として、２つのシミュレーションにより推計すると、

シミュレーション１では、パターン１の変化率はそのままに、出生率が上昇するものと仮

定しており、2040 年（平成 52）にはパターン１より 428 人の人口減少が緩和されます。 

   シミュレーション２では、シミュレーション１の出生率上昇に加えて、移動状況が少し

改善されたものと仮定しており、2040 年（平成 52）にはパターン１より 1,965 人、シ

ミュレーション１より 1,537 人の人口減少が緩和されます。 

 

独自推計による比較分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  シミュレーション１ 

   2008 年（平成 20）～2012 年（平成 24）年の美幌町の「合計特殊出生率」の推定値

「1.64」が、2020 年（平成 32）まで継続し、2025 年（平成 37）に「1.80」、2030 年

（平成 42）には「2.10」に上昇し、その後は一定に推移することを仮定した「子ども女

性比」を使用（国の設定値に準拠）。 

   また、「０～４歳性比」は、社人研で使用された全国一律の設定値を使用。 

 

  シミュレーション２ 

   シミュレーション１の出生率上昇に加え、2020 年（平成 32）より、「５～９歳→10～

14 歳」から「55～59 歳→60～64 歳」までの各コーホートの変化率を 0.03 ポイント上

昇させ、社会増減が少し改善すると仮定したもの。（ここでは、変化率の上昇分は、移動

率の上昇分とみなします。） 
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  ①自然増減の影響 

   シミュレーション１では、出生率上昇を加味していますので、その人口推計値は自然増

により人口減少が緩和されたということから、その効果は 103.6％となります。 

分類 計算方法 効果 

自然増減

の影響 

パターン 1 の推計人口＝11,941 人 

シミュレーション１の推計人口＝12,369 人 

⇒ 12,369 人／11,941 人＝103.584…％ 

 

103.6％ 

 

  ②社会増減の影響 

   シミュレーション２では、シミュレーション１に加味して、移動率を改善させたもので

すので、シミュレーション１と比較をすると、その社会増減の効果は112.5％となります。 

分類 計算方法 効果 

社会増減

の影響 

シミュレーション１の推計人口＝12,369 人 

シミュレーション２の推計人口＝13,906 人 

⇒ 13,906 人／12,369 人＝112.426…％ 

 

112.5％ 

 

  ③自然増減・社会増減の影響 

   ①、②の結果により、人口減少には社会増減の移動率による影響が大きいことから、出

生率の上昇つながる施策と社会増をもたらす施策を組み合わせて取り組むことが、人口減

少の度合いを抑制する上で効果的であると考えます。 

分類 計算方法 効果 

自然増減

社会増減

の影響 

パターン 1 の推計人口＝11,941 人 

シミュレーション２の推計人口＝13,906 人 

⇒ 13,906 人／11,941 人＝116.455…％ 

 

116.5％ 

 

 

（２）人口構造の分析 

   年齢 3 区分ごとに見ると、2010 年（平成 22）の実績値と比べると、全ての推計値にお

いて「65 歳以上人口」の推計値に大きな減少がないことが分かります。 

 

年齢３区分ごとの推計値（独自推計） 
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   一方、64 歳以下の人口は概ね「０～14 歳人口」においては、各推計により差が生じて

います。 

出生率の上昇が加味されたシミュレーション１においては、パターン１と比較して「15

～64 歳人口」への影響は小さいものの、「０～14 歳人口」の減少幅を緩和させ、その緩和

効果は 23％となっています。 

シミュレーション２では、社会増減の効果が全ての年代において波及され、出産可能年

齢の女性の数が増えることにより、出生数もさらに増加することから、パターン１と比較

して「０～14 歳人口」には約 40％の減少緩和効果、総人口においては 20％の減少緩和効

果が出ています。 

以上のことから、出生率の上昇につながる施策を基礎として継続的に実施しつつ、人口

の社会増をもたらす、または社会減に歯止めをかける施策に重点的に取組むことが重要で

あると考えられます。 

 

区 分 

（推計人口値） 

総人口 0‐14 歳人口 15‐64 歳

人口 

65歳以上

人口 

20‐39 歳

女性人口  うち5‐14

歳人口 

2010 年 現状値 21,575 2,720 1,868 12,903 5,950 2,061 

2040 年 パターン１ 11,941 1,095 765 5,487 5,359 779 

 シミュレー

ション１ 12,369 1,474 1,022 5,536 5,359 786 

シミュレー

ション２ 13,906 1,732 1,200 6,495 5,679 931 

※総人口には年齢不詳の人口も含まれていますので、各項目の合計とは一致しません。 

 

区 分 

（現状値からの減少率） 

総人口 0‐14 歳人口 15‐64 歳

人口 

65歳以上

人口 

20‐39 歳

女性人口  うち5‐14

歳人口 

2010 年

→2040

年減少

率 

パターン１ ▲44.6% ▲59.7% ▲59.0% ▲57.5% ▲9.9% ▲62.2% 

 シミュレー

ション１ ▲42.7% ▲45.8% ▲45.3% ▲57.1% ▲9.9% ▲61.9% 

シミュレー

ション２ ▲35.5% ▲36.3% ▲35.8% ▲49.7% ▲4.6% ▲54.8% 

 ※計算方法：例）（現状値総人口 21,575 － パターン１総人口 11,941）÷ 現状値総人口 21,575 × 100％ 

         ＝減少率▲44.6％ 

 

区 分 

（パターン１と比較した

人口減少緩和効果） 

総人口 0‐14 歳人口 15‐64 歳

人口 

65歳以上

人口 

20‐39 歳

女性人口  うち5‐14

歳人口 

減少緩和

効果 

シミュレーシ

ョン１ 4.4% 23.3% 23.3% 0.7% 0.0% 0.5% 

シミュレーシ

ョン２ 20.4% 39.2% 39.4% 13.6% 54.1% 11.9% 
 ※計算方法：例）（（現状値総人口 21,575 － パターン１総人口 11,941） 

―（現状値総人口 21,575 － シミュ１総人口 12,369）） 

÷ （現状値総人口21,575 － パターン１総人口11,941）× 100％ ＝ 減少緩和効果4.4% 
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３ 人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察 

（１）財政状況への影響 

   本町の主要な収入源の１つである個人町民税は、納税者の数（主に生産年齢人口）と所

得金額が大きく影響します。 

   社人研準拠推計に基づく推計人口と、平成 27 年度の課税状況（年齢階級別の納税者割

合・１人当たりの課税額）から、将来の個人町民税を推計すると、2040 年（平成 52）に

は約８億円となり、現状から約 40％の減収となることが見込まれています。 

 

平成27年課税状況（個人町民税） 

年齢階級別人口区分 納税者割合（%） 
１人当たりの 
課税額（円） 

0～4 歳 0.0 0 
5～9 歳 0.0 0 

10～14 歳 0.0 0 
15～19 歳 1.0 73,811 
20～24 歳 62.3 92,642 
25～29 歳 70.8 124,473 
30～34 歳 65.3 146,677 
35～39 歳 67.9 171,914 
40～44 歳 73.2 174,601 
45～49 歳 70.5 200,677 
50～54 歳 72.8 196,223 
55～59 歳 69.6 199,182 
60～64 歳 58.9 125,085 
65～69 歳 50.5 102,242 
70～74 歳 34.5 65,493 
75～79 歳 29.6 55,400 
80～84 歳 24.8 57,674 
85～89 歳 17.1 99,417 
90 歳以上 6.8 59,556 

                ※平成 27 年 4 月 1 日現在。 

        ※年齢階級別人口区分は、平成 27 年 4 月 1 日時点の年齢で区分。 

 

個人町民税の将来推計（社人研準拠推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 ※推計方法：社人研準拠推計に基づく年齢階級別人口 × 年齢階級別の納税者割合 × 1 人当たりの課税額 

推計値 

▲40.9％ 
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（２）公共施設の維持管理・更新等への影響 

   人口の増加に合わせ、教育文化施設をはじめスポーツ施設・保健福祉施設・公営住宅な

どの公共施設や、道路・公園・上下水道などの社会基盤施設の整備を進めてきました。 

   高齢者等の健康づくりの場として、一部施設では利用率が伸びているものの、人口減少

により全般的に利用数が低下してくることが予想され、また、税収も減少していることか

ら、施設の維持管理費や経年劣化による施設の更新に係る経費、補修費などの支出が難し

い状況となってきます。 

 

 （３）地域の産業における人材への影響 

   本町の基幹産業の一つである農業は、全国的な傾向と同じように農業就業者の減少と高

齢化、後継者不足などの問題がありますが、人口減少が更に進むと、離農による農地の荒

廃、土地所有者の不在による農山村地域の荒廃などを招きます。 

   さらに、本町は農産物を活用した加工・製造業者が数多く存在しており、農産物の生産

が減少することにより、それら企業にも多大な影響が出ると予想され、本町の経済活動が

悪化することが懸念されます。 

 

年齢別農家人口の推移【美幌町農業基本調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （４）コミュニティ機能の低下 

   本町は自治会活動やボランティアが盛んな地域となっており、元気な高齢者や住民活動

に積極的な人たちにより活発な運営が行われていますが、コミュニティ活動の担い手とな

る生産年齢人口の減少に伴い、地域におけるコミュニティ機能の維持が懸念されます。 
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１ 目指すべき将来の方向 
１ 現状と課題の整理 

   日本で 2008 年（平成 20）に始まった人口減少は、本町においては 1985 年（昭和 60）

から既に始まっていました。 

   この減少傾向は、死亡数が出生数を上回る自然減と、転出者数が転入者数を上回る社会

減の状況が続いていることが原因となっています。 

   総人口の推移に影響を与える自然増減については、2008～2012 年（平成 20～24）の

合計特殊出生率の平均が「1.64」となっており、全国及び北海道と比べて高い水準を保っ

ていますが、2004 年（平成 16 年）以降、出産可能年齢人口が減少するとともに高齢化

が進む中で、出生数が死亡数を下回る自然減に転じ、その差は年々拡大しています。 

   社会増減については、1980 年（昭和 55）から 2014 年（平成 26）に至るまで、転出

超過の状況が続いています。年齢階級別の人口移動では、50 代の男女において転入超過

がわずかにあるものの、10 代から 20 代前半における転出超過が著しいことから、総人口

の減少に大きな影響を与えています。10 代～20 代の転出超過は、進学や就職を機に転出

する状況が多いことが推測され、その結果、年齢階級別の就業者数についても、若い世代

の減少傾向が続いており、就業者全体の高齢化も進んでいます。 

また、若い世代の中でも、特に 20 代女性の転出超過の傾向は、出生数低下の一因にな

っていると考えられます。 

   将来人口の推計について、町独自で推計したものでは、2040 年（平成 52）の総人口は、

2010 年（平成 22）から 44.6％の減少となり、その中でも 20～39 歳の女性人口は 62.2％

の減少が見込まれており、その減少幅が特出しています。 

   以上のことから、本町は、人口減少の進行により、少子高齢化、若年世代の流出による

就業人口の減少、経済規模の縮小へとつながっていき、更なる人口の減少を招く悪循環に

陥る事態に直面しています。 

   そして、人口減少に歯止めをかけるには、長い時間を要します。各種の出生率向上対策

を講じても、その成果が上がるまでには一定の時間がかかりますし、数十年間の出生数を

決める親世代の人口は既に決まっているため、人口規模が概ね安定して推移する状態（定

常人口）に達するためには、数十年を要することになります。 

   そのため、人口減少への対応は早期にかつ長期的に実施する必要があります。対策が早

く講じられ、出生率が早く向上するほど、将来人口に与える効果は大きくなります。同時

に、将来人口を担う出生数の規模を決定する若年世代の流出を抑えることも重要です。 

   このような状況を踏まえ、人口減少への対策として、次のように取り組んでいきます。 

 

２ 基本姿勢 

   現状と課題を踏まえ、町民とともに的確な施策を展開し、人口減少を抑制するためには、

今後の取組において、次の基本姿勢を保ちます。 

 

（１）自然減への対応 

出生率を高め、人口の維持に向けた出生数を確保するため、結婚・出産・子育て世代の

人数を保つとともに、個人の結婚の希望をかなえ、それぞれの家庭が望んでいる子どもの

Ⅱ 人口の将来展望 
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数どおり、子どもを産み育てることができるまちづくりを目指します。 

 

 （２）社会減への対応 

転出をできるだけ抑制し、転入者数を増やしていくために、美幌町で生まれた子ども達

が、進学、就業、さらには結婚し家族を形成するなかで、美幌町内で住み続けられる環境

づくりを目指します。 

また、誰もがいつまでも安心して働き、暮らせるまちづくりを進めることで、町外から

も美幌町での生活を望んで転入してくる人達を増やすとともに、美幌町の魅力を町内外に

発信し、交流人口の増加を目指します。 

 

３ 目指す姿とその実現に向けた方向性 

   美幌町の目指すべき姿を、本町の最上位計画である第６期美幌町総合計画の方向性と整

合をとり、「未来に向けて高い持続性と自立性を保った魅力的な地域社会」とします。 

   このような地域社会の実現に向けて、人口減少の流れを抑制するために、以下の方向性

を定めます。 

 

（１）地域の資源や特性を活かし、生き生きと働くことの出来る就業の場の確保 

   豊かな自然環境をはじめ、空港の近さや整備された道路網などの立地・アクセスの良さ、

農業や林業といった風土を活かした基幹産業など、本町が持つ地域資源や特性を守り育て

るとともに、ニーズに応じた就業への支援や企業・官公庁の誘致による就業の場の確保を

行います。 

 

 （２）結婚・出産の希望の実現と地域全体による子育ての環境づくり 

   人口減少対策とは、出生率を向上させることにより、将来的に人口構造そのものを変え

ていくことですので、若い世代が希望する結婚や出産を支える施策を推進します。 

   また、地域の子育て支援の仕組みを充実させることで、仕事と家庭の両立しやすい環境

づくりを推進します。 

 

 （３）将来にわたって暮らし続けることのできる生活環境の確保 

   若い世代の定着を目指し、地元学校や経済界と連携し、地元進学率・就職率の向上や、

商店街の魅力を高めることで、地元で暮らしたいという人を増やし、その希望を実現する

施策を推進します。 

   また、子育て世代が、自分たちの子どもに、将来住み続けて欲しいと思える環境づくり

を目指し、ニーズを拾い上げ有効な施策の選択と実行に取り組みます。 
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２ 人口の将来展望 
１ 長期的展望 

   国の長期ビジョン及び北海道の北海道人口ビジョンにおける合計特殊出生率を勘案し、

本町が目指すべき将来の方向性を踏まえて、仮定値を設定し、将来人口を展望します。 

 

 （１）合計特殊出生率の考え方 

   現在の「1.64」から、2025 年（平成 37）には「1.80」、2030 年（平成 42）には「2.10」

まで上昇させることを目指します。 

 

 （２）人口移動の考え方 

   20 代～30 代の転入出者数が多いことと、19 歳以下の未成年とその親世代である 40 代

の転出超過が著しいことから、産業活性化やＵターン対策、移住・定住促進、子育て対策

を実施することにより、2020 年（平成 32）から転入出状況の改善効果が出ると仮定しま

す。 

   これにより、親世代の移動の影響を受ける５歳から、経済の生産年齢世代である 64 歳

までの移動状況を改善させ、全体として２割の人口減少緩和効果を生み出し、年齢構成の

改善と人口減少の抑制を目指します。 

 

２ 人口の長期的な見通し 

   近年の人口動態が今後も続くと仮定した町独自推計では、2040 年（平成 52）の本町の

総人口は、「11,941 人」まで減少すると見通されています。 

   本町の施策による効果が着実に反映され、合計特殊出生率と人口移動が仮定値のとおり

改善し、さらに官公庁若しくは企業の誘致が実現した場合、2040 年（平成 52）の人口は

「14,500 人」となり、近年の人口動態が続いた推計値に比べ、約 2,560 人の施策効果が

見込まれます。 

 

町の人口の長期的な見通し【町独自推計】 

 

 

 

2,560 人の効果 


